
第２回 宅地開発における無電柱化の実効性ある推進方策検討会

日時：令和７年３月27日（木）10時15分～
場所：オンライン会議

次第

１ 開 会

２ 議 事

・宅地開発無電柱化の現況分析

・宅地開発無電柱化の必要性の整理

・宅地開発無電柱化の目的や対象の議論素材説明

３ 閉 会
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宅地開発無電柱化の現況分析
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令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

■都市計画法

(開発許可の基準)

第三十三条 都道府県知事は、開発許可の申請があつた場合において、当該申請に係る開発

行為が、次に掲げる基準(第四項及び第五項の条例が定められているときは、当該条例で定める

制限を含む。)に適合しており、かつ、その申請の手続がこの法律又はこの法律に基づく命令の

規定に違反していないと認めるときは、開発許可をしなければならない。

⇒基準に「無電柱化」はなし

⇒道路新設を伴う開発許可（都内約500件/年：試算）のうち、無電柱化は年10件程度

分譲宅地

既存道路

①電柱

（宅地内）（道路内）

②電柱

開
発
道
路

■開発許可における新設電柱（イメージ図） ■新設電柱の事例（開発許可：狛江市）

開発行為における無電柱化の現状
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令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

○対象事業
・都内で開発許可により新たに道路を築造する
宅地開発

○対象費用
・設計費、工事費

○補助割合等
・右図のとおり

○事業期間
・前身となる制度を含め、令和２年度より実施中

○令和５年度実績
・10件（申請ベース）
・交付決定額 165百万円（事業主負担分除く）

補助割合、限度額

■事業概要

宅地開発により新たに築造される道路の電線類を地中化した場合に、要する費用の一部について助成

■事業の内容

宅地開発無電柱化推進事業（補助金）
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国費2/5

都費2/5

事業主1/5

国費1/3

都費1/3

事業主1/3
補
助
対
象
（
総
事
業
費
）

2,000万円まで 6,000万円まで

【3,000㎡未満】 【3,000㎡以上】

前回資料再掲



令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

○支援内容
・開発道路の無電柱化を行う場合の配線計画案作成、想定事業スケジュールの作成、
概算事業費の算定、その他宅地開発無電柱化に関する個別相談対応

○対象者
・開発事業者及び開発事業者から設計を依頼された設計会社

○対象要件
・宅地開発無電柱化推進事業に準じる

○事業期間
・令和6年9月～令和7年2月21日まで

○その他
・（公財）東京都都市づくり公社を窓口とする

■事業概要

相談窓口を設置し、配線計画や事業スケジュール等の資料作成支援を行い、設計の担い手確保、育成

■事業の内容

都の支援策②  無電柱化ノウハウの提供
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令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

○制度概要
・認定事業者を都のHPで紹介、各取組事例の周知等による普及啓発
・認定ロゴマーク（登録番号入り）を付与し、企業のイメージアップ
に寄与

○認定要件
・都内での無電柱化の施工が確認された者
・認定規定の内容について同意した者

○募集期間
・令和6年12月13日から令和7年2月28日まで
※令和7年3月に事業者を認定予定

■事業概要

宅地開発無電柱化に取り組む事業者を増やしながら広く普及させることを目的として、
無電柱化を推進する事業者を都が認定する制度を創設

■事業の内容

都の支援策③  認定・表彰制度の創設

【認定ロゴマーク】
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令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

■無電柱化にかかるコストが高い
電線共同溝の整備には、施設延長※１km 当たり 5.3 億円（国土交通省試算）という多額の
費用を要しており、道路管理者及び電気・通信事業者の負担が大きいことが、無電柱化が
進まない要因の一つとなっている。
このため、道路管理者及び関係事業者が連携してコスト縮減に向けた技術開発に取り組んで
いく必要がある。

無電柱化に要する費用

⇒開発許可における無電柱化においても、
同様の構造で同程度のコスト

出典：「東京都無電柱化計画（改定）
2021（令和3）年6月」P10
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■都市計画法

(開発行為の許可)

第二十九条 都市計画区域又は準都市計画区域内において開発行為をしようとする者は、あらかじめ、

国土交通省令で定めるところにより、都道府県知事(地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)

第二百五十二条の十九第一項の指定都市又は同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市

(以下「指定都市等」という。)の区域内にあつては、当該指定都市等の長。以下この節において同じ。)

の許可を受けなければならない。

令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

対象区域 面積要件

市 街 化 区 域 500㎡以上

市 街 化 調 整 区 域 面積要件なし

非 線 引 ・ 準 都 計 3,000㎡以上

都計・準都計区域外 １ha以上

■開発許可の面積要件(東京都)

都市計画法に基づく開発許可

主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行なう土地の区画形質の変更

■開発行為

⇒都内における開発許可の

主な対象は、500m2以上の開発
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令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

注１）八王子市は、中核市として開発許可権限を有している
注２）都は、23区及び町田市に開発許可権限を委譲している

都市計画法に基づく開発許可
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令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

○都市計画法施行令（昭和四十四年第百五十八号）【政令】
（許可を要しない開発行為の規模）
第十九条 法第二十九条第一項第一号の政令で定める規模は、次の表の第一欄に掲げる区域ごとに、それぞれ同表
の第二欄に掲げる規模とする。ただし、同表の第三欄に掲げる場合には、都道府県（指定都市等（法第二十九条第
一項に規定する指定都市等をいう。以下同じ。）又は事務処理市町村（法第三十三条第六項に規定する事務処理市
町村をいう。以下同じ。）の区域内にあつては、当該指定都市等又は事務処理市町村。第二十二条の三、第二十三
条の三及び第三十六条において同じ。）は、条例で、区域を限り、同表の第四欄に掲げる範囲内で、その規模を別
に定めることができる。

２ 都の区域（特別区の存する区域に限る。）及び市町村でその区域の全部又は一部が次に掲げる区域内にあるも
のの区域についての前項の表市街化区域の項の規定の適用については、同項中「千平方メートル」とあるのは、
「五百平方メートル」とする。
一 首都圏整備法（昭和三十一年法律第八十三号）第二条第三項に規定する既成市街地又は同条第四項に規定する
近郊整備地帯

⇒東京都内の市街化区域は、全て既成市街地又は近郊整備地帯であるため、政令に基づき500㎡以上

開発許可を要する規模が500㎡以上である根拠
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第一欄 第二欄 第三欄 第四欄

市街化区域 千平方メートル 市街化の状況により、無秩序な市街化を防止するため
特に必要があると認められる場合

三百平方メートル以上
千平方メートル未満



令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

500㎡未満の開発で設置され得る道路（法42条1項5号位置指定道路）

○建築基準法（昭和25年法律第201号）
(道路の定義)

第四十二条 この章の規定において「道路」とは、次の各号の一に該当する幅員四メートル（特定行政庁がその地方の気
候若しくは風土の特殊性又は土地の状況により必要と認めて都道府県都市計画審議会の議を経て指定する区域内にお
いては、六メートル。次項及び第三項において同じ。）以上のもの（地下におけるものを除く。）をいう。

五 土地を建築物の敷地として利用するため、道路法、都市計画法、土地区画整理法、都市再開発法、新都市基盤整備
法、大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法又は密集市街地整備法によらないで築造す
る政令で定める基準に適合する道で、これを築造しようとする者が特定行政庁からその位置の指定を受けたもの

⇒ 建築基準法第42条に定義されている道路のうち、第1項第5号は、
土地を建築物の敷地に利用しようとするため、道路法等によらないで築造
する道路で、これを築造しようとする者が特定行政庁からその位置の指定
を受けたものを指し、位置指定道路と呼ばれる
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令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

500㎡未満の開発許可逃れの抑制

都の開発許可等の手引において、500㎡未満の開発行為による開発許可逃れを抑制している。
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宅地開発無電柱化の必要性の整理

13



令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

無電柱化の効果（意義）

1.都市防災機能の強化

出典）送配電網協議会／電気事業連合会：令和6年能登半島地震に伴う復旧 
に向けた電力各社による応援派遣の状況について（2024年2月6日）

電柱傾斜(道路損壊) 電柱折損(家屋倒壊) 電柱傾斜(倒木) 電柱傾斜(飛来物)

地震による被害状況 台風による被害状況

出典）経済産業省：令和元年台風１５号における鉄塔及び電柱の損壊事故調査
検討ワーキンググループ中間整理（2019年12月4日）
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令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

無電柱化の効果（意義）

2.快適で安全な歩行空間の確保

3.良好な都市景観の創出

出典）国交省ホームページ、東京都ホームページ 15



令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

無電柱化の効果（意義）
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（世田谷区事例） （国立市事例）

■宅地開発において無電柱化した事例

 ○災害に強いまち ○安全で快適な通行空間 ○美しい景観 ○宅地の価値の向上



令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

○無電柱化の推進に関する法律（平成28年12月法律第112号）
(電柱又は電線の設置の抑制及び撤去)

第十二条 関係事業者は、社会資本整備重点計画法(平成十五年法律第二十号)第二条第二項第一号に掲げる事業
(道路の維持に関するものを除く。)、都市計画法(昭和四十三年法律第百号)第四条第七項に規定する市街地開発事業
その他これらに類する事業が実施される場合には、これらの事業の状況を踏まえつつ、電柱又は電線を道路上において
新たに設置しないようにするとともに、当該場合において、現に設置し及び管理する道路上の電柱又は電線の撤去を当
該事業の実施と併せて行うことができるときは、当該電柱又は電線を撤去するものとする。

無電柱化推進法、道路法施行規則の概要

○道路法施行規則の一部を改正する省令（平成31年4月国土交通省令第32号）
(電線の占用の場所)

第四条の四の二 道路の新設、改築又は修繕に関する事業、都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第四条第七項に
規定する市街地開発事業その他これらに類する事業が実施されている区域において電線を地上に設ける場合における
令第十一条の二第二項において準用する令第十一条第一項第一号に規定する公益上やむを得ないと認められる場所
は、当該事業の実施と併せて当該電線を道路の地下に埋設することが当該道路の構造その他の事情に照らし技術上困
難であると認められる場所に限るものとする。
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令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

○東京都無電柱化推進条例（平成29年6月14日条例第58号）
(定義)

第二条 二 道路 道路法(昭和二十七年法律第百八十号)第二条第一項に規定する道路で、都が管理するものをいう。

(道路の占用の禁止等)

第九条 都は、都市防災機能の強化、安全で快適な歩行空間の確保及び良好な都市景観の創出を図るために、道路に
ついて、道路法第三十七条第一項の規定による道路の占用の禁止又は制限その他無電柱化の推進のために必要な措
置を講ずるものとする。

(電柱又は電線の設置の抑制及び撤去)

第十条 関係事業者は、社会資本整備重点計画法(平成十五年法律第二十号)第二条第二項第一号に掲げる事業(道路
の維持に関するものを除く。)、都市計画法(昭和四十三年法律第百号)第四条第七項に規定する市街地開発事業その他
これらに類する事業が実施される場合には、これらの事業の状況等を踏まえつつ、電柱又は電線を道路上において新た
に設置しないものとする。

東京都無電柱化推進条例の概要
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宅地開発無電柱化の目的や対象の議論素材説明
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令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

都市防災機能の強化

災害時に電柱の倒壊による道路閉塞を防ぐ

とともに電線類の被災を軽減し、電気や電話などの

ライフラインの安定供給を確保する。

安全で快適な歩行空間の確保

歩道内の電柱をなくし、歩行者はもちろん、

ベビーカーや車いすも移動しやすい歩行空間

を確保する。

良好な都市景観の創出
視線をさえぎる電柱や電線をなくし、

都市景観の向上を図る。

無電柱化の目的
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１．大規模地震の切迫性と被害想定

〇マグニチュード７クラスの首都直下地震が今後30年以内に70%程度の確率で発生
〇揺れ等と火災による建物被害は、特に環状七号線及び八号線並びに区部等部および都心周辺区部に広範に
連坦している木密地域で被害が顕著
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東京都における木密地域への対策の考え方 「防災都市づくり推進計画 基本方針」より



木密地域（木造住宅密集地域）

令和７年値 約7,100ha
老朽木造建築物棟数 30%以上
住宅戸数密度 55世帯／ha以上
補正不燃領域率 60%未満 等
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３．防災都市づくりの考え方（延焼遮断帯と防災生活圏）

〇延焼遮断帯で大規模な延焼を遮断

〇延焼遮断帯で囲まれた防災生活圏を基本的な単位として施策を実施
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２．防災都市づくりの進め方（施策）と無電柱化
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〇防災生活道路（区道）の整備を支援
・無電柱化も支援

〇公園の整備を支援
〇老朽建築物の除却や建替えを支援
〇私道の無電柱化を支援

〇都市計画道路（都道）の整備
〇沿道建築物の不燃化を支援

〇都市計画道路（都道）の拡幅整備
・無電柱化も実施

〇沿道建築物の耐震化を支援

〇避難場所の指定



３．防災都市づくりの地域指定

〇地域特性などに応じて施策の対象区域を区域分け
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令和７年値 約6,000ha
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整備地域

〇木密地域を中心に、震災時に特に甚大な被害が想定される地域

〇防災生活圏を基本的な単位として指定

〇都市づくりの諸施策を展開
・防災生活道路整備、無電柱化、公園・広場等整備
への支援、建築物除却、私道無電柱化への支援
新たな防火規制 等



令和７年３月値 約3,350ha
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重点整備地域

〇整備地域（整備地域に連坦する地域を含む）のうち、
防災都市づくりに資する事業を重層的かつ集中的に実施する地域

〇都市づくりの諸施策を展開
・整備地域の取組に加え、
建築設計費・工事費等を支援、
固定資産税・都市計画税を減免等
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防災環境向上地区

令和７年３月値 約1,000ha

〇整備地域の以外で、
局所的に対策が必要な地区

〇整備地域と同等の諸施策を展開



令和 5 年12月28日
都   市   整   備   局

平成18年に施行された「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー
法）」では、区市町村は、移動等円滑化の促進に関する方針（以下「マスタープラン」という）及び
移動等円滑化に係る事業の重点的かつ一体的な推進に関する基本的な構想（以下「基本構想」とい
う）を作成するよう努めるものとされている。
マスタープランに定める「移動等円滑化促進地区」は、旅客施設を中心とする地区や、高齢者、障

害者等が利用する施設が集まった地区である。
基本構想に定める「重点整備地区」は、バリアフリー化事業が重点的・一体的に実施される地区で

ある。

安全で快適な歩行空間の確保

29
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安全で快適な歩行空間の確保

30

出典）国土交通省：移動等円滑化促進方針・バリアフリー
基本構想作成に関するガイドライン（令和3年3月）
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都内区市町村におけるバリアフリー基本構想等で定める地区の指定状況は、以下の通りである。

安全で快適な歩行空間の確保

31

令和６年３月末時点

移動等円滑化促進地区 約5,700ha
重点整備地区 約12,400ha

6区３市策定

16区7市策定
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荒川区バリアフリー基本構想における重点整備地区

安全で快適な歩行空間の確保
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杉並区バリアフリー基本構想における重点整備地区

安全で快適な歩行空間の確保
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杉並区バリアフリー基本構想における重点整備地区

安全で快適な歩行空間の確保
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■届出制度による景観形成

良好な都市景観の創出

35

都は、景観法の施行（平成16年）等を踏まえ、平成19年に東京都景観計画を策定した。その中で、
地区区分を設定し、景観基本軸（東京の景観構造上主要な骨格となる地形や自然等）、景観形成特別
地区（歴史的・文化的な施設の周辺等）、一般地域（前記以外の地域）において、それぞれ景観形成
の目標、景観形成の基準を定めている。一定規模以上の行為を行われる方は、これらを踏まえた上で
届出が必要となる。
なお、景観行政団体となった区市町村が景観法に基づく景観計画を定めた場合は、都が定めた景観

法に基づく地区区分、景観形成の基準等に変えて、当該区市町村が定めた基準等の適用を受ける。東
京都では20区６市が景観行政団体となっている。
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東京都景観計画における景観基本軸・景観形成特別地区等位置図

良好な都市景観の創出

36

景観基本軸 約41,600ha
景観形成特別地区 約2,600ha（小笠原除く）
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良好な都市景観の創出
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良好な都市景観の創出
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良好な都市景観の創出

39

※ 工作物については、架空電線路用、電気事業法第２条第１項第17号に規定する電気事業者の保安
通信設備用のもの（擁壁を含む。）及び電気通信事業法第２条第1項第5号に規定する電気通信事業
者の電気通信用のものを除く。 (出典：東京都景観計画）
⇒電柱、電線は対象外

〇電柱の高さ
・電力柱の高さは、11m、12m、13m、14m、15m、16mのものがある。
・電信柱の高さは、8m、10m、12m、15m、16mのものがある。
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良好な都市景観の創出

40

荒川区景観計画における景観基本軸
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良好な都市景観の創出

41

杉並区景観計画における景観基本軸（景観形成重点地区）
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